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Ⅰ 基本的事項 

 

１． 財務諸表作成の経緯 

現在、地方公共団体の会計は、１年間の現金の収支に着目した「現金主義・単式簿

記」が採用されています。この制度の特徴としては、１年間の現金の動きがわかりや

すく、公金の適正な出納管理が行う事ができる反面、現金支出の伴わないコストの把

握が不足していることが指摘されています。 

そこで、現行の「現金主義・単式簿記」から、「発生主義・複式簿記」の企業会計

的手法の導入が求められ、下田市においても平成20年度決算より財務諸表の作成を

行っています。 

  

２． 公表モデル 

平成18年５月に総務省が公表した「新地方公会計制度実務研究会報告書」におい

て、「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」の２つのモデルが公表され、下田市

においては、このうち「総務省方式改訂モデル」を採用いたしました。 

 

３． 対象会計範囲 

下田市の財務諸表の対象会計の範囲には、普通会計（一般会計、下田駅前広場整備

事業特別会計、公共用地取得特別会計）、公営事業会計（国民健康保険事業特別会計、

介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計）、公営企業会計（集落排水事業特別会

計、下水道事業特別会計、水道事業会計）のほか、一部事務組合（伊豆斎場組合、南

豆衛生プラント組合、下田地区消防組合、共立湊病院組合）、第三セクター（財団法

人下田市振興公社）が含まれています。 

 

一 般 会 計

下 田 駅 前 広 場 整 備 事 業 特 別 会 計

公 共 用 地 取 得 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

伊 豆 斎 場 組 合

南 豆 衛 生 プ ラ ン ト 組 合

下 田 地 区 消 防 組 合

共 立 湊 病 院 組 合

第 三 セ ク タ ー 財 団 法 人 下 田 市 振 興 公 社

普 通 会 計

公 営 事 業 会 計

公 営 企 業 会 計

一 部 事 務 組 合

普
通
会
計
財
務
諸
表

下
田
市
全
体
の
財
務
諸
表

連
結
財
務
諸
表
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Ⅱ 貸借対照表 

 

１． 貸借対照表とは 

「貸借対照表（バランスシート）」とは、自治体が住民サービスを提供するために保有

している財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを

総括的に対照表示した財務書類です。  

 

  平成22年度の下田市全体の貸借対照表の概要は以下のとおりとなっています。 

 

下田市全体の貸借対照表の概要

１． 公共資産 54,082 １． 固定負債 20,893

有形固定資産 53,454 地方債 17,504

無形固定資産 2 退職手当引当金 3,389

売却可能資産 626

２． 流動負債 1,916

２． 投資等 2,141 翌年度償還予定地方債 1,794

投資及び出資金 211 短期借入金 0

貸付金 0 未払金 2

基金等 1,397 賞与引当金 106

長期延滞債権 1,005 その他 14

回収不能見込額 △ 473

22,809

３． 流動資産 1,623

現金・預金 1,361 １． 公共資産等整備国県補助金等 14,566

未収金 326 ２． 公共資産等整備一般財源等 27,684

その他 17 ３． その他一般財源等 △ 7,917

回収不能見込額 △ 81 ４． 資産評価差額 704

35,037

57,846 57,846

（単位：百万円）

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

純資産合計

資産の部 負債の部

純資産の部
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資産の部：578億4,601万円 

（１） 有形固定資産：534億5,389万円 

「有形固定資産」とは、長期間にわたって住民サービスを提供するために使用さ

れるもので、土地、建物、機械装置などが該当します。ここに計上した金額は、昭

和44年度以降に取得したものの累計額から、「売却可能資産」を控除した後、減価

償却の累計額を差し引いた額を計上しています。  

「有形固定資産」は行政目的別に区分されており、最も大きい比率を占めている

のは、道路、河川、市営住宅などに係る「生活インフラ・国土保全」で283億2,423

万円（構成比53.0％）、次いで、農道や漁港、観光施設整備などに係る「産業振興」

が94億3,347万円（構成比17.6％）、ごみ焼却場や水道事業などに係る「環境衛

生」が80億6,833万円（構成比15.1％）となっています。  

 

（２） 無形固定資産：244万円 

 「無形固定資産」とは、地上権や借地権などの実在する形はないが、法律上の権

利などを有するものであり、下田市においては、水道事業に係る水利権や電話加入

権がそれに当たります。 

 

（３） 売却可能資産：６億2,568万円 

「売却可能資産」とは、現に公用もしくは公共用に供されていない公有資産のう

ち、「未利用地及び貸付地で、現況地目が宅地又は雑種地」を対象として、固定資

産税路線価を参考に評価額を算定しています。 

また、貸付地のうち建物がある土地については借地権割合を控除しています。 

 

（４） 投資及び出資金：2億1,133万円 

「投資及び出資金」は、共立湊病院組合や下田市振興公社などへの出資及び出捐

金を計上しています。  

 

（５） 貸付金：8万円 

「貸付金」は、災害復興資金貸付金が計上されています。返済期限が到来してい

るにもかかわらず回収されていない貸付金は、「未収金」あるいは「長期延滞債権」

に計上されるため、ここに計上されている金額は、返済期限が到来していない債権

額になります。  

 

（６） 基金等：13億9,733万円 

「基金等」には、基金のうち、土地開発基金や庁舎建設基金など、特定の目的の

ために資金を積み立てる「特定目的基金」や、用品調達基金や国民健康保険高額療

養費貸付基金といった、特定の目的のために定額の資金を運用する「定額運用基金」

が計上されています。 
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（７） 長期延滞債権：10億0,459万円 

「長期延滞債権」とは、納付期限や回収期限から１年以上経過しているにもかか

わらず、未だに収入されていない債権です。市税未収金に係るものが4億9,845万

円、貸付金に係るものが745万円、住宅使用料や保育所保育料等などに係るものが

1,389万円、公営事業会計に係るものが4億4,434万円、公営企業会計に係るもの

が4,046万円となっています。 

 

（８） 回収不能見込額：5億5,365万円 

「長期延滞債権」「未収金」のうち、回収不能となることが見込まれるものを、

「回収不能見込額」として計上しています。 

下田市においては、徴収状況などから「回収不能見込額」を算定し、長期延滞債

権に係る回収不能見込額を4億7,274万円、未収金に係る回収不能見込額を8,091

万円と見込んでいます。 

 

（９） 資金：13億6,114万円 

「現金預金」には、将来の収入減や不測の支出、地方債の償還に備えて積み立て

ている「財政調整基金」「減債基金」の他に、当該年度の歳入歳出の差額である歳

計現金を計上します。  

平成22年度末の残高は、「財政調整基金」6億2,023万円、「減債基金」70万

円、「歳計現金」7億4,021万円などとなっています。 

  

（１０）未収金：3億2,632万円 

「未収金」は、当該年度の歳入として調定したもののうち、まだ収入がないもの

を「地方税」と地方税以外の「その他」に区分して計上しています。「未収金」に

は、滞納期間が１年未満の債権のみが計上され、納付（回収）期限から１年以上経

過した債権は、「長期延滞債権」に計上されています。  

市税に係るものが１億3,864万円、その他に係るものが274万円、公営事業に係

るものが1億2,355万円、公営企業会計に係るものが6,139万円となっています。  

 

 

 

２． 負債の部：228億0,891万円 

（１） 地方債：192億9,748万円 

「地方債」には、市債残高のうち翌々年度以降に償還されるものを計上していま

す。翌年度に償還される市債については、流動負債の「翌年度償還予定地方債」に

計上されますので、平成22年度末の下田市の全体市債残高は、固定負債の「地方債」

175億0,383万円と流動負債の「翌年度償還予定地方債」17億9,365万円の合計

192億9,748万円になります。  

 

 



 

－5－ 

（２） 長期未払金  

「長期未払金」とは、既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたもののまだ支

払っていない額、あるいは債務保証や損失補償の履行が決定した額などが該当しま

す。 

 

（３） 退職手当引当金：33億8,879万円 

「退職手当引当金」には、職員が当該年度末時点で普通退職した場合に必要とな

る退職手当の額及び退職手当負担金の累積額が計上されています。 

退職手当は、職員が退職するまで支給はされませんが、これまでの勤続年数に応

じた退職手当を支払う負担が生じているため、「退職手当引当金」を負債として計

上するものです。 

 

（４） 賞与引当金：1億0,592万円 

「賞与引当金」とは、翌年度の６月に支給される期末手当及び勤勉手当が、当該

年度の12月から翌年度の５月までの勤務に対して支払われるものであり、その支給

原因の一部が当該年度に発生しているため、その分を「賞与引当金」として負債計

上するものです。  

 

 

３． 純資産の部：350億3,710万円 

（１） 公共資産等整備国県補助金等：145億6,564万円 

「公共資産等整備国県補助金等」は、「有形固定資産」や「投資及び出資金」な

ど、住民サービスを提供するために取得した財産に係る財源のうち、国・県から補

助を受けた額が計上されています。  

 

（２） 公共資産等整備一般財源等：276億8,401万円 

「公共資産等整備一般財源等」は、住民サービスを提供するために取得した財産

に係る財源のうち、国・県からの補助及び地方債を除いた額を計上しています。  

 

（３） その他一般財源等：△79億1,698万円 

「その他一般財源等」とは、公共資産等以外の資産から資産形成以外の負債を控

除した額が計上されます。ここに計上されている額は、翌年度以降に自由に財源と

して使用できる純資産を表しますが、下田市の場合、臨時財政対策債などの資産形

成を伴わない地方債の償還財源や、退職手当の支給に対する積立金が不足している

ため、マイナスとなっています。 

 

（４） 資産評価差額：7億0,443万円 

「資産評価差額」には、「売却可能資産」の取得価額と売却可能価額との差額や、

「投資及び出資金」のうち市場価格のある有価証券の取得価額と時価との差額など

が計上されます。 
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Ⅲ 行政コスト計算書 

 

１．行政コスト計算書とは 

「行政コスト計算書」とは、４月１日から翌年３月31日までの１年間の行政活動にお

いて、資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、使用料や手数料といった経

常収益を対比させた財務書類です。 

「行政コスト計算書」は、「経常行政コスト」「経常収益」及びこれらを差引きした

「純経常行政コスト」からなり、性質別と目的別で表示されているため、どういった分

野（目的別）のサービス提供のためにどのような経費（性質別）が用いられているか、

またこのような行政サービス提供の見返りとしての使用料や手数料がどの程度あったの

か、ということが把握できるようになっています。 

 

  平成22年度の下田市全体の行政コスト計算書の概要は以下のとおりとなっています。 

下田市全体の行政コスト計算書の概要

14,550 14,550

１． 人にかかるコスト 2,246 １． 生活インフラ・国土保全 1,303

人件費 1,685 ２． 教育 761

退職手当引当金繰入等 454 ３． 福祉 7,909

賞与引当金繰入額 106 ４． 環境衛生 1,506

５． 産業振興 862

２． 物にかかるコスト 3,580 ６． 消防 471

物件費 1,411 ７． 総務 1,060

維持補修費 102 ８． 議会 109

減価償却費 2,067 ９． 支払利息 454

10． 回収不能見込計上額 114

３． 移転支出的なコスト 8,115 11． その他 0

社会保障給付 5,516

補助金等 2,180

他会計等への支出額 238

他団体への公共資産整備補助金等 181

４． その他のコスト 610

支払利息 454

回収不能見込計上額 114

その他行政コスト 41

経常収益 4,263 経常収益 4,263

１． 使用料・手数料 219 １． 使用料・手数料 219

２． 分担金・負担金・寄付金 1,836 ２． 分担金・負担金・寄付金 1,836

３． 保険料 1,345 ３． 保険料 1,345

４． 事業収益 843 ４． 事業収益 843

５． その他特定行政サービス収入 20 ５． その他特定行政サービス収入 20

10,287 10,287

（単位：百万円）

経常行政コスト（性質別） 経常行政コスト（目的別）

（差引）純経常行政コスト （差引）純経常行政コスト
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２．経常行政コスト：145億4,991万円 

（１） 人にかかるコスト：22億4,578万円 

「人にかかるコスト」は、職員人件費や議員報酬などの「人件費」のほか、「退

職手当引当金繰入等」「賞与引当金繰入額」からなっています。 

下田市全体における「人にかかるコスト」は、経常行政コストの15.4％を占めて

います。 

 

（２） 物にかかるコスト：35億7,951万円 

「物にかかるコスト」は、臨時賃金や備品購入費などの「物件費」、修繕料など

が計上された「維持補修費」及び「減価償却費」からなっています。  

下田市全体における「物にかかるコスト」が経常行政コストに占める割合は、

24.6％となっております。  

 

（３） 移転支出的なコスト：81億1,493万円 

「移転支出的なコスト」には、生活保護費などの扶助費が計上された「社会保障

給付」、特別会計への繰出金などが計上された「他会計への支出額」のほか、「補

助金等」「他団体への公共資産整備補助金等」があります。  

下田市全体における「移転支出的なコスト」は、経常行政コストの55.8％を占め

ています。 

  

（４） その他のコスト：6億0,969万円 

「その他のコスト」には、地方債及び一時借入金に係る「支払利息」のほか、「回

収不能見込計上額」「その他行政コスト」があります。  

「その他のコスト」が経常行政コストに占める割合は、4.2％となっています。  

 

 

３．経常収益 ：42億6,318万円 

（１） 使用料・手数料：2億1,900万円 

「使用料・手数料」には、施設の使用料や各種証明書類の発行手数料のほか、幼

稚園の授業料等が計上されています。 

 

（２） 分担金・負担金・寄付金：18億3,636万円 

 「分担金・負担金・寄付金」は、漁港の整備に係る地元住民の負担金のほか、賀

茂老人ホームの入所者徴収金等が計上されています。 

 

（３） 保険料：13億4,466万円 

国民健康保険や介護保険、後期高齢者医療保険の保険税（料）が計上されています。 

 

（４） 事業収益：8億4,347万円 

 上水道、下水道、集落排水の事業収益が計上されています。 
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（５） その他特定行政サービス収入：1,969万円 

「その他特定行政サービス収入」とは、他に分類されない収入で、国民健康保険の

延滞金や特定健診受託料等が計上されています。 

 

 

４．純経常行政コスト：102億8,673万円 

「純経常行政コスト」とは、「経常行政コスト」から「経常収益」を差し引いたもので

あり、市税等で賄わなければならないコストの額を表しています。 

下田市においては、145億4,991万円の経常行政コストに対して、受益者負担である経

常収益は42億6,318万円となっており、これらを差し引いた102億8,673万円が市税等

で賄われている状況となっています。 
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Ⅳ 純資産変動計算書 

 

１． 純資産変動計算書とは  

「純資産変動計算書」とは、前年度の貸借対照表に計上された「純資産」が、行政コス

トや一般財源、国県補助金等の増減等により、１年間でどのように推移したのかを表した

財務書類です。 

   

  平成22年度の下田市全体の純資産変動計算書の概要は以下のとおりとなっています。 

 

下田市全体の純資産変動計算書の概要 （単位：百万円）

35,456

１． 純経常行政コスト △ 10,287

２． 一般財源 6,608

地方税 3,193

地方交付税 2,847

その他行政コスト充当財源 568

３． 補助金等受入 3,390

４． 臨時損益 △ 11

災害復旧事業費 △ 6

公共資産除売却損益 △ 5

５． 資産評価替えによる変動額 △ 15

６． 無償受贈資産受入 1

７． その他 △ 105

期末純資産残高 35,037

期首純資産残高
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Ⅴ 資金収支計算書 

 

１． 資金収支計算書とは 

「資金収支計算書」とは、一会計年度の間における現金の流れをその収支の性質に応じ

て、「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の部」の３つの区

分に分けて表した財務書類です。 

 

  平成22年度の下田市全体の資金収支計算書の概要は以下のとおりとなっています。 

下田市全体の資金収支計算書の概要 （単位：百万円）

１． 2,714

11,913

人件費 1,955

物件費 1,420

社会保障給付 5,516

補助金等 2,180

その他支出 843

14,627

地方税 3,140

地方交付税 2,847

国県補助金等 3,151

分坦金・負担金・寄付金 1,771

保険料 1,300

事業収入 841

地方債発行額 560

その他収入 1,017

２． △ 445

994

公共資産整備支出 994

その他支出 0

549

国県補助金等 240

地方債発行額 280

その他収入 29

３． △ 2,027

2,334

基金積立額 366

地方債償還額 1,848

その他支出 120

307

地方債発行額 253

その他収入 54

△ 2

240

1,121

経常的収支の部

投資・財務的収支の部

収入合計

支出合計

支出合計

収入合計

期首歳計現金残高

公共資産整備収支の部

翌年度繰上充用金増減額

支出合計

収入合計

当年度歳計現金増減額
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２．経常的収支の部：＋27億1,387万円 

  「経常的収支の部」は、人件費や物件費、社会保障給付等の経常的な行政サービスに係

る支出と、市税や交付税等の経常的な収入の収支を表しています。 

  平成22年度における下田市全体の経常的収支は、146億2,730万円の収入に対して、

119億1,343万円の支出があり、27億1,387万円の黒字となっています。 

 

 

３．公共資産整備収支の部：△4億4,520万円 

  「公共資産整備収支の部」では、公共施設やインフラ整備等、貸借対照表に計上される

資産形成に関する収支を表しています。 

  平成22年度における下田市全体の公共資産整備収支は、5億4,914万円の収入に対して、

9億9,434万円の支出となっており、差額の4億4,520万円については、市税等の一般財

源が公共資産整備に投入されたことになります。 

 

 

４．投資・財務的収支の部：△20億2,732万円 

  「投資・財務的収支の部」には、地方債の元金償還や基金への積み立て等に係る支出と、

これらに対する基金の取り崩しや公共資産等の売却による収入が計上されています。 

平成22年度における下田市全体の投資・財務的収支は、3億0,669万円の収入に

対して、23億3,401万円の支出となっており、これらを差し引いた20億2,732万

円については、基金の積み立てや地方債の償還が行われたことを表しています。 
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《  付  表  》 

 

 

下田市普通会計財務諸表 Ｐ13～16 

下 田 市 全 体 の 財 務 諸 表 Ｐ17～20 

連 結 財 務 諸 表 Ｐ21～24 
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